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(57)【要約】
【解決手段】　例示的実施形態は無線充電に向けられて
いる。電子デバイスは、電子デバイス中に統合されかつ
無線送信アンテナから無線電力を受け取るように構成さ
れている少なくとも１つの受信アンテナを具備し得る。
少なくとも１つの受信アンテナのループ導電体は電子デ
バイス内の各導電性構成要素から離されて構成されてお
り得、その間に、ループ導電体の周囲での磁界の形成を
可能にするように適合されている隙間を有する。
【選択図】　　　図１３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電子デバイス内に統合されかつ無線送信アンテナから無線電力を受け取るように構成さ
れている少なくとも１つの受信アンテナを具備し、
　前記少なくとも１つの受信アンテナのループ導電体は前記電子デバイス内の各導電性構
成要素から離されて構成されており、その間に、前記ループ導電体の周囲での磁界の形成
を可能にするように適合されている隙間を有する、電子デバイス。
【請求項２】
　前記少なくとも１つの受信アンテナの前記ループ導電体が、１回巻きループ導体および
多巻きループ導電体の一方を具備する、
　請求項１の電子デバイス。
【請求項３】
　前記少なくとも１つの受信アンテナの前記ループ導電体が、前記電子デバイス内の充電
可能バッテリから離されて構成されている、
　請求項１の電子デバイス。
【請求項４】
　前記少なくとも１つの受信アンテナの前記ループ導電体が、非導電性構成要素に隣接し
ている、
　請求項１の電子デバイス。
【請求項５】
　前記隙間が、空スペース、非導電性構成要素、またはそれらの任意の組合せを具備する
、
　請求項１の電子デバイス。
【請求項６】
　前記少なくとも１つの受信アンテナの前記ループ導電体が、関連する無線受信アンテナ
のＱ値が前記無線受信アンテナの前記電子デバイス中への統合時に約４を超える因数で悪
化するのを防ぐのに十分な距離で各導電性構成要素から離されている、
　請求項１の電子デバイス。
【請求項７】
　前記少なくとも１つの無線受信アンテナのループ導電体が、関連する無線受信アンテナ
のＱ値を前記無線受信アンテナの前記電子デバイス中への統合時に少なくとも約２の因数
で悪化させるのに十分な距離で各導電性構成要素から離されている、
　請求項１の電子デバイス。
【請求項８】
　前記少なくとも１つの無線受信アンテナのループ導電体が、関連する無線受信アンテナ
のＱ値が前記無線受信アンテナの前記電子デバイス中への統合時に少なくとも約２の因数
で約４の因数未満で悪化させるのに十分な距離で各導電性構成要素から離されている、
　請求項１の電子デバイス。
【請求項９】
　前記少なくとも１つの受信アンテナのループ導電体が、各導電性構成要素から少なくと
も約１～２ミリメートル離されている、
　請求項１の電子デバイス。
【請求項１０】
　無線送信アンテナから無線電力を受け取るように構成されている少なくとも１つの無線
受信アンテナを具備し、
　前記少なくとも１つの受信アンテナのループ導電体は、前記ループ導電体と関連する磁
界がループ導電体の全周囲において存在することを可能にするようにデバイス内に位置す
るように構成されている、装置。
【請求項１１】
　前記ループ導電体が、非導電性構成要素の近くに位置するように構成されている、
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　請求項１０の装置。
【請求項１２】
　前記磁界が、前記非導電性構成要素内に存在する、
　請求項１１の装置。
【請求項１３】
　前記ループ導電体が各導電性構成要素から離されて構成されており、その間に少なくと
も隙間の一部を有する、
　請求項１０の装置。
【請求項１４】
　少なくとも１つの無線受信アンテナを電子デバイス中に統合することと、
　前記少なくとも１つのアンテナのループ導電体の周囲での磁界の形成を可能にすること
と、
　を具備する、電子デバイス中に受信アンテナを統合する方法。
【請求項１５】
　磁界が前記少なくとも１つのアンテナのループ導電体の周囲において存在することを可
能にすることが、前記ループ導電体を前記電子デバイス内の各導電性構成要素から離すこ
とを具備する、
　請求項１４の方法。
【請求項１６】
　ループ導電体を離すことが、前記ループ導電体を、関連する無線受信アンテナのＱ値が
前記関連する無線受信アンテナの前記電子デバイス中への統合時に約４を超える因数で悪
化するのを防ぐのに十分な距離で前記電子デバイス内の各導電性構成要素から離すことを
具備する、
　請求項１５の方法。
【請求項１７】
　非導電性構成要素を前記ループ導電体に隣接して位置させることをさらに具備する、
　請求項１４の方法。
【請求項１８】
　前記少なくとも１つのループ導電体を前記電子デバイス内の各導電性構成要素から離す
ことが、前記ループ導電体を充電可能バッテリからその間の約１～２ミリメートルの距離
で離すことを具備する、
　請求項１４の方法。
【請求項１９】
　前記ループ導電体に隣接して磁界の形成を可能にすることが、前記ループ導電体の全周
囲において磁界の形成を可能にすることを具備する、
　請求項１４の方法。
【請求項２０】
　電子デバイス中に統合されかつ前記電子デバイス内の各導電性構成要素から離されてい
るループ導電体を有する少なくとも１つの受信アンテナにおいて無線電力を受け取ること
と、
　前記少なくとも１つの受信アンテナからそれに結合されている少なくとも１つの充電可
能バッテリに電力を伝送することと、
　を具備する、電子デバイスを充電する方法。
【請求項２１】
　ループ導電体を有する少なくとも１つの受信アンテナにおいて無線電力を受け取ること
が、関連する無線受信アンテナのＱ値が前記関連する無線受信アンテナの前記電子デバイ
ス中への統合時に約４を超える因数で悪化するのを防ぐように各導電性構成要素から離さ
れているループ導電体を有する少なくとも１つの受信アンテナにおいて無線電力を受け取
ることを具備する、
　請求項２０の方法。
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【請求項２２】
　電子デバイス内に統合されかつ前記電子デバイス内の各導電性構成要素から離されてい
るループ導電体を有する少なくとも１つの受信アンテナにおいて無線電力を受け取るため
の手段と、
　前記少なくとも１つの受信アンテナからそれに結合されている少なくとも１つの充電可
能バッテリに電力を伝送するための手段と、
　を具備する、充電可能デバイスの充電を促進する方法。
【請求項２３】
　無線送信アンテナから無線電力を受け取るように構成されている少なくとも１つの無線
受信アンテナを具備し、
　前記少なくとも１つの無線受信アンテナは、さらに、磁界が前記少なくとも１つの無線
受信アンテナのループ導電体の周囲において存在することを可能にするように電子デバイ
ス中での統合に向けて構成されている、システム。
【請求項２４】
　少なくとも１つの無線受信アンテナの前記ループ導電体が、前記電子デバイスの少なく
とも１つの非導電性構成要素の近くに位置する、
　請求項２３のシステム。
【請求項２５】
　前記少なくとも１つの無線受信アンテナの前記ループ導電体が、それに最も近い導電性
構成要素から約１～２ミリメートル離されている、
　請求項２３のシステム。
【請求項２６】
　前記少なくとも１つの無線受信アンテナが、前記ループ導電体の全周囲での磁界の形成
を可能にするように、前記電子デバイス中での統合に向けてさらに構成されている、
　請求項２３のシステム。
【発明の詳細な説明】
【米国連邦法規集第３５編第１１９条による利益の主張】
【０００１】
　この出願は、２００８年９月８日に出願された「INTEGRATION OF WIRELESS CHARGING A
NTENNAS INTO MOBILE DEVICES」と題された米国仮出願６１／０９５，２６４３５の第１
１９条（ｅ）の下の優先権を要求する。その開示の全体は、参照によって本明細書に取り
込まれる。
【技術分野】
【０００２】
　本発明は、概して無線充電に関し、より具体的には電子デバイス中への統合に向けて構
成されている無線受信アンテナに関する装置、システム、および方法に関する。
【背景技術】
【０００３】
　典型的には、無線電子デバイスのような電力供給される装置は各々、自身の有線の充電
器および電源（これは通常、交流（ＡＣ）電力コンセントである）を必要とする。そのよ
うな有線の構成は、多くの装置が充電を必要とする場合、使いにくくなる。
【０００４】
　送信器と充電される電子デバイスに結合されている受信器との間の無線経由または無線
送電を使用するアプローチが開発されている。受信アンテナは放射された電力を集めて、
これを、装置に電力供給するためまたは装置のバッテリを充電するのに使用可能な電力に
整流する。
【０００５】
　無線エネルギー伝送は、電力供給または充電されるホスト電子デバイスに埋め込まれて
いる、送信アンテナ、無線受信アンテナ、および整流回路を結合することに基づき得る。
無線充電における重要な要素は、無線受信アンテナは電子デバイス内に組み込まれており
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得る無線受信アンテナのＱ値（quality factor）である。無線受信アンテナのＱ値は、無
線受信アンテナの近くに存在する磁界によって影響され得る。無線受信アンテナに加えて
、電子デバイスは様々な導電性の構成要素（コンポーネント、部品、component）を含ん
でおり得る。導電性構成要素は、関連する無線受信アンテナの性能に悪影響を及ぼし得る
。具体的には、導電性構成要素は、無線受信アンテナに隣接して存在する磁界の振る舞い
に悪影響を与え得る。そこで、統合された（一体化された、integrated）受信アンテナを
有しかつ統合された受信アンテナのＱ値およびインダクタンスを向上するように構成され
ている電子デバイスを提供する必要性がある。
【図面の簡単な説明】
【０００６】
【図１】無線送電方式の簡略化されたブロック図を図示している。
【図２】無線送電方式の簡略化された概略図を図示している。
【図３】例示的な実施形態に従った、ループ・アンテナの概略図を図示している。
【図４】例示的な実施形態に従った、受信器の簡略化されたブロック図である。
【図５】例示的な実施形態に従った、少なくとも１つの受信アンテナを含んだ電子デバイ
スの簡略化された断面図である。
【図６】例示的な実施形態に従った、少なくとも１つの受信アンテナを含んだ別の電子デ
バイスの簡略化された断面図である。
【図７】例示的な実施形態に従った、少なくとも１つの受信アンテナを含んださらに別の
電子デバイスの簡略化された断面図である。
【図８】例示的な実施形態に従った、少なくとも１つの受信アンテナを含んだ電子デバイ
スの断面図である。
【図９】例示的な実施形態に従った、少なくとも１つの受信アンテナを含んだ別の電子デ
バイスの断面図である。
【図１０】例示的な実施形態に従った、少なくとも１つの受信アンテナを含んだ電子デバ
イスの簡略化された平面図である。
【図１１】例示的な実施形態に従った、少なくとも１つの受信アンテナを含んだ別の電子
デバイスの簡略化された平面図である。
【図１２】例示的な実施形態に従った、少なくとも１つの受信アンテナを含んだ電子デバ
イスを描いている。
【図１３】図１２の電子デバイスを描く別の図である。
【図１４】例示的な実施形態に従った、導電性構成要素から離されている統合された受信
アンテナのループ導体を有する電子デバイスを図示している。
【図１５】例示的な実施形態に従った、無線受信アンテナを電子デバイス中に統合する方
法のフローチャートを図示している。
【図１６】例示的な実施形態に従った、電子デバイスを充電する方法のフローチャートを
図示している。
【図１７Ａ】例示的な実施形態に従った、１回巻きループ導体受信アンテナを描いている
。
【図１７Ｂ】例示的な実施形態に従った、１回巻きループ導体受信アンテナを描いている
。
【図１８Ａ】例示的な実施形態に従った、多巻きループ導体受信アンテナを描いている。
【図１８Ｂ】例示的な実施形態に従った、多巻きループ導体受信アンテナを描いている。
【詳細な説明】
【０００７】
　「例示的」という文言は、「例、実例、または例証として役立つ」ことを意味するため
に本明細書において使用されている。「例示的」と本明細書において記述されている実施
形態はいずれも、好ましいもの、または他の実施形態よりも有利なものとして必ずしも解
釈されるべきではない。
【０００８】
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　添付図面との関連で以下に記述されている詳細な説明は、例示的な実施形態の記述であ
ることを意図されており、本発明を実行されることが可能な唯一の実施形態を表わすこと
を意図されていない。この記述の全体にわたって使用されている文言「例示的」は、「例
、実例、または例証として役立つ」ことを意味し、必ずしも好ましいものまたは他の例示
的な実施形態よりも有利なものとして解釈されるべきではない。詳細な説明は、発明の例
示的な実施形態についての十分な理解をもたらす目的で諸詳細事項を含んでいる。発明の
例示的な実施形態がこれらの詳細事項無しで実行され得ることは当業者にとって明らかだ
ろう。いくつかの事例では、周知の構造および装置は本明細書において示されている例示
的な実施形態の新規性を不明瞭にしないようにするためにブロック図の形態で示されてい
る。
【０００９】
　文言「無線電力（wireless power）」は、電界、磁界、電磁界に関連するエネルギーの
任意の形態、または送信器から物理的な電磁気導体を使用することなく受信器に送信され
るエネルギーの任意の形態を意味するために本明細書において使用されている。システム
中での電力変換は、例えば携帯電話、コードレス電話機、ｉＰｏｄ、ＭＰ３プレーヤー、
ヘッドセットなどを含む装置を無線充電するために本明細書において記述されている。概
括的には、無線エネルギー伝送の１つの根本原理は、（例えば３０ＭＨｚ未満の）周波数
を使用した磁気結合共振（共鳴）（すなわち共振（共鳴）誘導）を含んでいる。しかしな
がら、例えば１３５ｋＨｚ未満（ＬＦ）または１３．５６ＭＨｚ（ＨＦ）での比較的高い
放射レベルでのライセンス免除された動作が許可されている周波数を含む様々な周波数が
使用され得る。無線周波数識別子（ＲＦＩＤ）システムによって通常使用されるこれらの
周波数では、システムは、ヨーロッパでのEN 300330またはアメリカでのFCC Part 15基準
のような、干渉波および安全基準に従わなければならない。限定ではなく例証として、省
略形ＬＦおよびＨＦが本明細書において使用されており、「ＬＦ」はｆ０＝１３５ｋＨｚ
を指し、「ＨＦ」はｆ０＝１３．５６ＭＨｚを指す。
【００１０】
　図１は様々な例示的な実施形態に従った、無線送電システム１００を図示している。入
力電源１０２は、エネルギー伝送をもたらすための磁界１０６を生成するための送信器１
０４に提供される。受信器１０８は磁界１０６に結合しており、出力電力１１０を生成す
る。出力電力１１０は、出力電力１１０に結合されている装置（図示せず）による保存ま
たは消費ためのものである。送信器１０４および受信器１０８はともに、距離１１２によ
って離されている。一例示的実施形態では、送信器１０４および受信器１０８は相互共振
（共鳴）関係に従って構成されており、受信器１０８の共振（共鳴）振動数と送信器１０
４の共振振動数とが一致している場合、受信器１０８が磁界１０６の「近距離場（nera-f
ield）」に位置していると送信器１０４と受信器１０８との間の送信損は最小である。
【００１１】
　送信器１０４は、さらに、エネルギー送信のための手段を提供するために送信アンテナ
１１４を含んでおり、受信器１０８は、さらに、エネルギー受信または結合のための手段
を提供するために受信アンテナ１１８を含んでいる。送信および受信アンテナは、自身と
関連する適用形態（application）および装置に従った大きさとされている。上記のよう
に、効率的なエネルギー伝送は、電磁波中のほとんどのエネルギーを遠距離（far-field
）場に伝播するのではなく送信アンテナの近距離場内にあるエネルギーの大部分を受信ア
ンテナに結合することによって起こる。この近距離場にあると、送信アンテナ１１４と受
信アンテナ１１８との間で結合が確立され得る。この近距離場結合が起こり得るアンテナ
１１４および１１８の周囲の領域は、本明細書では結合モード領域と称される。
【００１２】
　図２は、無線送電システムの簡略化された概略図を示している。入力電源１０２によっ
て駆動される送信器１０４は、発振器１２２と、電力増幅器１２４と、フィルタおよび整
合回路１２６と、を含んでいる。発振器は、所望の周波数を生成するように構成されてい
る。この周波数は調整信号１２３に応じて調整され得る。発振器信号は、電力増幅器１２
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４によって、制御信号１２５に応じた増幅量で増幅され得る。フィルタおよび整合回路１
２６は、高調波または他の不要な周波数を濾波により除去しかつ送信器１０４のインピー
ダンスを送信アンテナ１１４に整合させるために含まれており得る。
【００１３】
　受信器１０８は、整合回路１３２と、図２に示されているようなバッテリ１３６を充電
するかまたは受信器に結合されている装置（図示せず）に電力供給するためのＤＣ電力出
力を生成するための整流器および切替え回路１３４と、を含み得る。整合回路１３２は、
受信器１０８のインピーダンスを受信アンテナ１１８に整合するために含まれており得る
。
【００１４】
　図３に図示されているように、例示的実施形態において使用されるアンテナは「ループ
」アンテナ１５０として構成されており得る。ループ・アンテナ１５０は、本明細書にお
いて、「磁気（磁界）」アンテナ、「共振」アンテナ、または「磁気共振」アンテナとも
称され得る。ループ・アンテナは、空芯またはフェライト・コアのような物理的なコアを
含んでいるように構成され得る。さらに、空芯ループ・アンテナは、コア領域中での他の
構成要素の配置を可能にする。また、空芯ループは、送信アンテナ１１４（図２）の平面
内に受信アンテナ１１８（図２）を配置することをより簡単に可能にし得、送信アンテナ
１１４（図２）の結合モード（結合されているモード）領域がより効果的であり得る。
【００１５】
　上記のように、送信器１０４と受信器１０８との間の効率的なエネルギー伝送は、送信
器１０４と受信器１０８との間での一致またはほぼ一致した共振の際に起こる。しかしな
がら、送信器と受信器１０８との間の共振が一致しない場合でも、エネルギーはより低い
効率で伝送され得る。エネルギー伝送は、送信アンテナの近距離場からのエネルギーを、
送信アンテナからのエネルギーを空きスペースへと伝播するのではなくこの近距離場が確
立されている近隣に位置する受信アンテナに結合することによって起こり得る。
【００１６】
　ループ・アンテナの共振振動数はインダクタンスとキャパシタンスに基づく。ループ・
アンテナ中のインダクタンスは普通はループによって形成されたインダクタンスであるが
、所望の共振振動数で共振する構造を形成するために普通はキャパシタンスがループ・ア
ンテナのインダクタンスに加えられる。非制限的な例として、シヌソイドまたは疑似シヌ
ソイド信号１５６を生成する共振回路を形成するために、キャパシタ１５２およびキャパ
シタ１５４がアンテナに加えられ得る。したがって、より大きな直径のループ・アンテナ
については、共振を誘起するために必要とされるキャパシタンスの大きさは、ループの直
径またはインダクタンスが増加するにつれて減少する。さらに、ループ・アンテナの直径
が増加するにつれて、「近傍」結合されている装置にとっての、近距離場の効率的なエネ
ルギー伝送面積は増加する。もちろん、他の共振回路が可能である。別の非制限的な例と
して、キャパシタはループ・アンテナの２つの端子の間に並列に配置され得る。また、当
業者は、送信アンテナにとって共振信号１５６がループ・アンテナ１５０への入力であり
得ることを認識するだろう。
【００１７】
　本発明の例示的な実施形態は、相互に近距離場内にある２つのアンテナの間で電力を結
合することを含んでいる。上記のように、近距離場は、電磁界が存在はするがアンテナか
ら離れる方向に伝搬または放射しないアンテナ周囲の領域である。近距離場は、典型的に
は、アンテナの物理的体積に近い体積に制限される。発明の例示的な実施形態では、１回
巻または多巻きループ・アンテナのようなアンテナが送信（Ｔｘ）および受信（Ｒｘ）ア
ンテナ・システムの両方のために使用される。なぜなら、恐らくアンテナ周囲のほとんど
の環境は、誘電性であって、したがって電界と比較して磁界に対して有する影響がより少
ないからである。さらに、支配的に「電気的」アンテナ（例えばダイポールおよびモノポ
ール）として構成されているアンテナまたは磁気的アンテナおよび電気的アンテナの組合
せも企図されている。
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【００１８】
　Ｔｘアンテナは、十分に低い周波数で、かつ上記の遠距離場およびインダクタンス・ア
プローチで可能なものよりも著しく大きな距離で小さなＲｘアンテナへの良好な結合効率
（例えば＞１０％）を達成するのに十分な大きさのアンテナ・サイズによって動作させら
れることが可能である。Ｔｘアンテナが適切な大きさにされていれば、ホスト装置上のＲ
ｘアンテナが、駆動されているＴｘループ・アンテナの結合モード領域内に（すなわち近
距離場または強く結合されている形で）位置すると、高い結合効率（例えば３０％）が達
成されることが可能である。
【００１９】
　図４は実施形態に従った受信器のブロック図である。受信器３００は受信回路３０２お
よび受信アンテナ３０４を含んでいる。受信器３００は、さらに、受信電力を提供するた
めに装置３５０に結合している。受信器３００は、装置３５０の外側にあることとして図
示されているが、装置３５０中に統合され得ることに注意されたい。大まかには、エネル
ギーは、受信アンテナ３０４に無線で伝播され、次いで受信回路３０２によって装置３５
０に結合される。
【００２０】
　受信アンテナ３０４は送信アンテナ２０４（図１０）と同じ周波数で、またはこの同じ
周波数の近くで共振するように同調させられる。受信アンテナ３０４は、送信アンテナ２
０４と同様の寸法にされ、または関連する装置３５０の寸法に基づいて、別の大きさにさ
れており得る。例として、装置３５０は、送信アンテナ２０４の長さまたは直径より小さ
な直径（diametric）または長さ寸法を有する携帯電子デバイスであり得る。そのような
例では、受信アンテナ３０４は同調キャパシタ（図示せず）のキャパシタンス値を減じか
つ受信アンテナのインピーダンスを上げるために多巻きアンテナとして実現され得る。例
として、受信アンテナ３０４は、アンテナ直径を最大限にしかつ受信アンテナのループ数
（すなわち巻数）および巻き間（inter-winding、ループ間）キャパシタンスを減らすた
めに装置３５０の実質的な円周の周囲（around）に配置され得る。
【００２１】
　受信回路３０２は受信アンテナ３０４に対するインピーダンス整合をもたらす。受信回
路３０２は、受け取られたＲＦエネルギー源を装置３５０による使用のために充電電源に
変換するための電力変換回路３０６を含んでいる。電力変換回路３０６は、ＲＦから直流
へのコンバータ（ＲＦ・ＤＣコンバータ）３０８を含んでおり、またＤＣ・ＤＣ変換器３
１０を含んでいる。ＲＦ・ＤＣコンバータ３０８は、受信アンテナ３０４で受け取られた
ＲＦエネルギー信号を非交流電力に整流し、他方、ＤＣ・ＤＣ変換器３１０は、整流され
たＲＦエネルギー信号を装置３５０と適合するエネルギー・ポテンシャル（例えば電圧）
に変換する。部分整流器および全整流器、レギュレータ、ブリッジ、ダブラー、線形およ
び切替え変換器を含む様々なＲＦ・直流変換器が企図されている。
【００２２】
　受信回路３０２は、さらに、受信アンテナ３０４を電力変換回路３０６に接続するため
の、または電力変換回路３０６を切断するための切替え回路３１２を含んでおり得る。受
信アンテナ３０４を電力変換回路３０６から切断することは、装置３５０の充電を一時停
止するだけでなく、より完全に下に説明されるように送信器２００（図２）から「見た」
「負荷」を変化させる。上に開示されているように、送信器２００は、送信器電力増幅器
２１０に提供されるバイアス電流の変動を検出する負荷検知回路２１６を含んでいる。し
たがって、送信器２００は、受信器が送信器の近距離場内に位置しているときを決定する
ための機構を有する。
【００２３】
　受信回路３０２は、さらに、受け取られたエネルギーの変動を特定するために使用され
る信号検出器およびビーコン回路３１４を含んでいる。これらは、送信器から受信器まで
の情報シグナリング（signaling、伝達）に相当し得る。さらに、シグナリングおよびビ
ーコン回路３１４は、減じられたＲＦ信号エネルギー（すなわちビーコン信号）の送信を
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検出しかつ減じられたＲＦ信号エネルギーを受信回路３０２を無線充電に向けて構成する
ために受信回路３０２内の電力供給されていない回路または電力供給抑制されている回路
を起こす（awake）ための公称電力へ整流するために使用されてもよい。
【００２４】
　受信回路３０２は、本明細書において記述されている切替え回路３１２の制御を含めて
、本明細書において記述されている受信器３００の諸工程の調整のためのプロセッサ３１
６をさらに含んでいる。また、受信器３００のクローキング（遮蔽、croaking）は、装置
３５０に充電電源を提供する外部有線充電源（例えば壁／ＵＳＢ電力）の検出を含む他の
イベントの発生時に起こり得る。プロセッサ３１６は、また、受信器のクローキングの制
御に加えて、ビーコン状態を決定するとともに送信器から送信されたメッセージを抽出す
るためにビーコン回路３１４を監視し得る。プロセッサ３１６は、また、改善された性能
を目指してＤＣ・ＤＣ変換器３１０を調整し得る。
【００２５】
　本明細書において開示されている様々な例示的実施形態は、無線充電に向けて構成され
てかつ各受信アンテナのループ導電体と電子デバイス内のあらゆる導電性構成要素との間
に隙間（clearance）（すなわち物理的分離）をもたらすような方法で電子デバイス内に
統合されるように構成されている１または複数の無線受信アンテナに関する。したがって
、その隙間は、磁界がループ導電体の周囲において存在することを可能にし得る回避経路
（escape path）を提供し得る。本明細書において参照されている「回避経路」が、あら
ゆる構成要素の空き領域空間内に存在し得ること、非導電性材料（例えばプラスチック）
から構成される領域内に存在し得ること、またはそれらをあらゆる形で組合せたものの中
に存在し得ることに注意されたい。さらに、様々な例示的実施形態に従って、本明細書に
おいて記述されている無線受信アンテナが既存の電子デバイスにレトロフィットされるよ
うに構成されるか、その初期のデザインおよび製造の一部として作製され得ることに注意
されたい。
【００２６】
　例として、一例示的実施形態によれば、無線受信アンテナは、無線受信アンテナのルー
プ導電体が、その統合時に、関連する無線受信アンテナの減衰していないＱ値が約４を超
える因数（factor）で悪化するのを防ぐのに十分な距離で電子デバイス内の各導電性構成
要素から離されるように電子デバイス内に統合され得る。別の言い方をすれば、無線受信
アンテナの減衰していないＱ値は、電子デバイス中への統合時の無線受信アンテナのＱ値
の実質的に４倍を越えていないべきである。因数４を超えるＱ値の劣化は、アンテナと少
なくとも１つの導電性構成要素との間の分離距離が不適当であることを示し得ることに注
意されたい。
【００２７】
　別の例示的な実施形態によれば、無線受信アンテナは、無線受信アンテナのループ導電
体が、その統合時に、関連する無線受信アンテナの減衰していないＱ値を約２の因数で悪
化させるのに十分な距離で電子デバイス中の各導電性構成要素から離されるように電子デ
バイス内に統合され得る。別の言い方をすれば、無線受信アンテナの減衰していないＱ値
は、電子デバイス中への統合時の無線受信アンテナのＱ値より実質的に２倍超であるべき
である。より具体的かつ非制限的な例として、無線受信アンテナのループ導電体は、電子
デバイス中に統合され、電子デバイス内の各導電性構成要素から少なくとも約１～２ミリ
メートル離され得る。
【００２８】
　本明細書において記述されている無線受信アンテナが電気的に小さなアンテナを具備し
得ることに注意されたい。当業者によって理解されるように、電気的に小さなアンテナは
、動作波長よりはるかに小さな最大幾何学的寸法を有するアンテナである。電気的に小さ
なアンテナは、ラジアン球のごく一部分に収まることが可能なアンテナとして定義され得
る。ラジアンスフィアは、以下のように定義された半径ｒｍａｘの球体である。
【００２９】
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　(1)　　　　　　　ｒｍａｘ＝ｌ／ｋ＝λ／２π＝ｃ／２πｆ＝ｄｍａｘ／２
　ここで、ｋは波数であり、ｌは波長であり、ｃは光速であり、ｆは周波数であり、ｄｍ

ａｘはラジアン球の直径である。
【００３０】
　図５は、例示的実施形態に従った、少なくとも１つの統合された無線受信アンテナを有
する電子デバイス５００の簡略化された断面図を描いている。電子デバイス５００は任意
の電子デバイス、例えばあくまで例として携帯電話、携帯型メディア・プレイヤー、カメ
ラ、ゲーム機、ナビゲーション装置、ヘッドセット（例えばＢｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商
標）ヘッドセット）、ツール、玩具、あるいはそれらの任意の組合せ、を具備し得る。電
子デバイス５００は第１面５１０および第２面５０８を含んでおり得る。それらは金属フ
レームを含んでおり得る。さらに、電子デバイス５００は、無線受信アンテナのループ導
電体５０２を含んでいる。ループ導電体５０２は充電可能（chargeable）バッテリ５０４
を無線充電するように構成されており、バッテリ５０４に動作可能に結合されており得る
。バッテリ５０４は金属筐体を含んでおり得る。
【００３１】
　図５に図示されているように、ループ導電体５０２は、第１面５０８および充電可能バ
ッテリ５０４の各々と離されており、その間に隙間５０６を有している。本明細書におい
て使用されている文言「隙間」は、空スペース、非導電性構成要素を具備するスペース、
またはそれらの任意の組合せを具備し得る。図５に描かれている例において、隙間５０６
の一部は、ループ導電体５０２と充電可能バッテリ５０４との間に位置する空スペース５
０５を含んでいる。さらに、隙間５０６の別の部分はループ導電体５０２と第１面５０８
との間に位置する空スペース５１１を含んでいる。したがって、隙間５０６は、ループ導
電体５０２に関連しかつ隣接し得る磁界のための回避経路を提供し得る。具体的には、こ
のように構成されている電子デバイス５００は、ループ導電体５０２の全周囲（entirely
 around）に回避経路を提供し得る。上述のように、ループ導電体５０２に隣接する回避
経路は、磁界がループ導電体５０２の周囲において存在することを可能にし、したがって
関連する無線受信アンテナの機能が強化され得る。さらに、導電性構成要素（すなわち充
電可能バッテリ５０４、第２面５０８、またはその両方）に起因するループ導電体５０２
に隣接しかつ関連する磁界に対するあらゆる悪影響が制限され得る。
【００３２】
　無線受信アンテナは、無線受信アンテナのループ導電体５０２が、その統合時に、無線
受信アンテナの減衰していないＱ値が約４を超える因数で悪化するのを防ぐのに十分な距
離で第１面５０８および充電可能バッテリ５０４の各々から離されるように電子デバイス
５００中に統合され得ることに注意されたい。別の言い方をすれば、無線受信アンテナの
減衰していないＱ値は、電子デバイス５００中への統合時の無線受信アンテナのＱ値の実
質的に４倍を超えていないべきである。より具体的かつ非制限的な例として、ループ導電
体５０２は、電子デバイス５００中に統合され、充電可能バッテリ５０４から約１～２ミ
リメートル離されており得る。
【００３３】
　図６は、例示的実施形態に従った、少なくとも１つの統合された受信アンテナを有する
別の電子デバイス６００の簡略化された断面図を描いている。図５に描かれている電子デ
バイス５００と同様に、電子デバイス６００は、第１面６１０および第２面６０８を含ん
でいる。それらは金属フレームを含んでおり得る。さらに、電子デバイス５００は、無線
受信アンテナのループ導電体６０２を含んでいる。ループ導電体６０２は充電可能バッテ
リ６０４を無線充電するように構成されており、バッテリ６０４に動作可能に結合されて
おり得る。バッテリ６０４は金属筐体を含んでおり得る。さらに、電子デバイス６００は
構成要素６０９を含んでいる。構成要素６０９は、ループ導電体６０２の一部に隣接し、
非導電性材料から構成されている。
【００３４】
　図６に図示されているように、ループ導電体６０２は充電可能バッテリ６０４から離さ
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れており、その間に隙間６０６が位置している。具体的には、隙間６０６の一部はループ
導電体６０２と充電可能バッテリ６０４との間に位置する空スペース６０５を含んでいる
。したがって、充電可能バッテリ６０４によって引き起こされるループ導電体６０２に隣
接しかつ関連する磁界に対するあらゆる悪影響が制限され得る。
【００３５】
　また、隙間６０６の別の部分は構成要素６０９の一部を具備し得ることに注意されたい
。上述のように、磁界が非導電性部分内および周囲に存在し得るので、構成要素６０９は
ループ導電体６０２に関連しかつ隣接する磁界に悪影響を及ぼさないかもしれない。した
がって、隙間６０６は、ループ導電体に関連しかつ隣接し得る磁界のための回避経路を提
供し得る。具体的には、このように構成されている電子デバイス６００は、ループ導電体
６０２の全周囲に回避経路を提供し得る。上述のように、ループ導電体６０２に隣接する
回避経路は、磁界がループ導電体６０２の周囲において存在することを可能にし、したが
って関連する無線受信アンテナの機能が強化され得る。
【００３６】
　さらに、無線受信アンテナは、無線受信アンテナのループ導電体６０２が、その統合時
に、無線受信アンテナの減衰していないＱ値が約４を超える因数で悪化するのを防ぐのに
十分な距離で充電可能バッテリ６０４から離されるように電子デバイス６００中に統合さ
れ得ることに注意されたい。別の言い方をすれば、無線受信アンテナの減衰していないＱ
値は、電子デバイス６００中への統合時の無線受信アンテナのＱ値の実質的に４倍を越え
ていないべきである。より具体的かつ非制限的な例として、ループ導電体６０２は、電子
デバイス６００中に統合され、充電可能バッテリ６０４から約１～２ミリメートル離され
ており得る。
【００３７】
　図７は、例示的実施形態に従った、少なくとも１つの統合された受信アンテナを有する
電子デバイス７００のさらなる別の例の簡略化された断面図を描いている。上記の電子デ
バイス５００および６００と同様に、電子デバイス７００は第１面７１０および第２面７
０８を含んでいる。それらは金属フレームを含んでおり得る。さらに、電子デバイス７０
０は、無線受信アンテナのループ導電体７０２を含んでいる。ループ導電体７０２は充電
可能バッテリ７０４を無線充電するように構成されており、バッテリ７０４に動作可能に
結合されており得る。バッテリ７０４は金属筐体を含んでおり得る。さらに、電子デバイ
ス７００は構成要素７０９を含んでいる。構成要素７０９は、ループ導電体７０２の一部
に隣接し、非導電性材料から構成されている。
【００３８】
　図７に描かれているように、ループ導電体７０２は充電可能バッテリ７０４および第２
面７０８から離されており、その間に隙間７０６が位置している。具体的には、隙間７０
６の一部はループ導電体７０２と充電可能バッテリ７０４との間に位置する空スペース７
０５を含んでいる。さらに、隙間７０６の別の部分は、ループ導電体７０２と第２面７０
８との間に位置する空スペース７１１を含んでいる。その結果、充電可能バッテリ７０４
、第２面７０８、または両方に起因する、ループ導電体７０２に隣接しかつ関連する磁界
に対するあらゆる悪影響が制限され得る。
【００３９】
　　また、隙間７０６の別の部分は構成要素７０９の一部を具備し得ることに注意された
い。上述のように、磁界が非導電性部分内および周囲に存在し得るので、ループ導電体７
０２に隣接しかつ関連する磁界は構成要素７０９によって悪影響を受けないかもしれない
。したがって、隙間７０６は、ループ導電体７０２に関連しかつ隣接し得る磁界のための
回避経路を提供し得る。上述のように、ループ導電体７０２に隣接する回避経路は、磁界
がループ導電体７０２の周囲において存在することを可能にし、したがって関連する無線
受信アンテナの機能が強化され得る。具体的には、このように構成されている電子デバイ
ス７００は、ループ導電体７０２の全周囲に回避経路を提供し得る。
【００４０】
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　さらに、無線受信アンテナは、無線受信アンテナのループ導電体７０２が、その統合時
に、無線受信アンテナの減衰していないＱ値が約４を超える因数で悪化するのを防ぐのに
十分な距離で第２面７０８および充電可能バッテリ７０４の各々から離されるように電子
デバイス７００中に統合され得ることに注意されたい。別の言い方をすれば、無線受信ア
ンテナの減衰していないＱ値は、電子デバイス７００中への統合時の無線受信アンテナの
Ｑ値の実質的に４倍を越えていないべきである。 より具体的かつ非制限的な例として、
ループ導電体７０２は電子デバイス７００中に統合され、充電可能バッテリ７０４から約
１～２ミリメートル離されており得る。
【００４１】
　図８は、例示的実施形態に従った、少なくとも１つの統合された受信アンテナを有する
電子デバイス５７０の断面図を図示している。電子デバイス５７０はディスプレイ装置５
７４を含んでいる。ディスプレイ装置５７４は、キーボード（図示せず）およびディスプ
レイ領域を囲む金属フレームを具備し得る。電子デバイス５７０はまた、プリント回路基
板５７８に隣接する電子モジュール５７６を含んでいる。それらは、各々導電性材料を含
んでおり得る。また、電子デバイス５７０は、金属筐体を有するバッテリ５８０、および
様々な導電性構成要素を含んでおり得るＲＦ電子およびアンテナ・モジュール５８２を含
んでいる。さらに、電子デバイス５７０は、金属筐体を有するカメラ５８４を含んでいる
。
【００４２】
　図８に図示されているように、無線受信アンテナのループ導電体５７２は、無線充電す
るように構成されており得、ループ導電体５７２と電子デバイス５７０内の各導電性構成
要素との間に位置する隙間５８６を含むように電子デバイス５７０内に統合されており得
る。したがって、隙間５８６は、ループ導電体５７２に隣接して存在し得る磁界のための
回避経路を提供し得る。上述のように、ループ導電体５７２に隣接する回避経路は、磁界
がループ導電体５７２の周囲において存在することを可能にし、したがって関連する無線
受信アンテナの機能を強化し得る。具体的には、このように構成されている電子デバイス
５７０は、ループ導電体５７２の全周囲に回避経路を提供し得る。さらに、１つまたは複
数の導電性構成要素によって引き起こされる、ループ導電体５７２に隣接しかつ関連する
する磁界に対するあらゆる悪影響が制限され得る。
【００４３】
　さらに、無線受信アンテナは、無線受信アンテナのループ導電体５７２が、その統合時
に、無線受信アンテナの減衰していないＱ値が約４を越える因数で悪化するのを防ぐのに
十分な距離で電子デバイス５７０内の各導電性構成要素から離されるように電子デバイス
５７０中に統合され得ることに注意されたい。別の言い方をすれば、無線受信アンテナの
減衰していないＱ値は、電子デバイス５７０中への統合時の無線受信アンテナのＱ値の実
質的に４倍を越えていないべきである。より具体的かつ非制限的な例として、ループ導電
体５７２は、電子デバイス５７０中に統合され、各導電性構成要素から少なくとも約１～
２ミリメートル離されており得る。
【００４４】
　図９は、例示的実施形態に従った、少なくとも１つの統合された受信アンテナを有する
別の電子デバイス６７０の断面図を図示している。電子デバイス６７０はディスプレイ装
置６７４を含んでいる。ディスプレイ装置６７４は、キーボード（図示せず）およびディ
スプレイ領域を囲む金属フレームを具備し得る。電子デバイス６７０はまた、プリント回
路基板６７８に隣接する電子モジュール６７６を含んでいる。それらは、各々導電性材料
を含んでおり得る。また、電子デバイス５７０は、金属筐体を有するバッテリ５８０、お
よび様々な導電性構成要素を含んでおり得るＲＦ電子およびアンテナ・モジュール５８２
を含んでいる。さらに、電子デバイス６７０は、金属筐体を有するカメラ６８４を含んで
いる。さらに、電子デバイス６７０は構成要素６８８を含んでいる。構成要素６８８は無
線受信アンテナ６７２に隣接し、非導電性材料から構成されている。
【００４５】
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　図９に図示されているように、無線受信アンテナのループ導電体６７２は、無線充電す
るように構成されており、ループ導電体６７２と電子デバイス６７０内の各導電性構成要
素との間に位置する隙間６８６を含むように電子デバイス６７０内に統合されており得る
。別の言い方をすれば、ループ導電体６７２は、隙間６８６の一部によって電子デバイス
６７０内の各導電性構成要素から離されている。その結果、電子デバイス６７０内の１つ
または複数の導電性構成要素によって引き起こされる、ループ導電体６７２に隣接しかつ
関連する磁界に対するあらゆる悪影響が制限され得る。
【００４６】
　また、隙間６８６の別の部分は構成要素６８８の一部を具備し得ることに注意されたい
。上記のように、磁界は非導電性構成要素内および周囲に存在し得、したがって、構成要
素６８８はループ導電体６７２に隣接している磁界に悪影響を及ぼさないかもしれない。
したがって、隙間６８６は、ループ導電体に関連しかつ隣接し得る磁界のための回避経路
を提供し得る。具体的には、このように構成されている電子デバイス６００は、ループ導
電体６７０の全周囲に回避経路を提供し得る。上述のように、ループ導電体５０２に隣接
する回避経路は、磁界がループ導電体５０２の周囲において存在することを可能にし、し
たがって関連する無線受信アンテナの機能を強化し得る。
【００４７】
　さらに、無線受信アンテナは、無線受信アンテナのループ導電体６７２が、その統合時
に、無線受信アンテナの減衰していないＱ値が約４を超える因数で悪化するのを防ぐのに
十分な距離で電子デバイス６７０内の各導電性構成要素から離されるように電子デバイス
６７０中に統合され得ることに注意されたい。別の言い方をすれば、無線受信アンテナの
減衰していないＱ値は、電子デバイス５７０中への統合時の無線受信アンテナのＱ値の実
質的に４倍を越えていないべきである。より具体的かつ非制限的な例として、ループ導電
体６７２は電子デバイス６７０中に統合され、各導電性構成要素から少なくとも約１～２
ミリメートル離され得る。
【００４８】
　図１０は、例示的実施形態に従った、統合されかつ無線充電するように構成されている
少なくとも１つの受信アンテナを有する電子デバイス８００の簡略化された平面図を図示
している。電子デバイス８００は外面８０３を含んでおり得る。外面８０３は金属フレー
ムを具備し得る。さらに、電子デバイス８００は、無線受信アンテナのループ導電体８０
２を含んでいる。ループ導電体８０２は充電可能バッテリ８０４に動作可能に結合されて
おり得る。バッテリ８０４は金属筐体を含んでおり得る。図示されているように、ループ
導電体８０２は電子デバイス８００内に統合されており、隙間８０６によって充電可能バ
ッテリ８０４および外面８０３の各々から離されている。例として、ループ導電体８０２
は、電子デバイス８００中に統合され、その統合時に、関連する無線受信アンテナの減衰
していないＱ値が約４を超える因数で悪化するのを防ぐのに十分な距離で外面８０３およ
び充電可能バッテリ８０４の各々から離されており得る。別の言い方をすれば、無線受信
アンテナの減衰していないＱ値は、電子デバイス８００中への統合時の無線受信アンテナ
のＱ値の実質的に４倍を越えていないべきである。より具体的かつ非制限的例として、ル
ープ導電体８０２は電子デバイス８００中に統合され、充電可能バッテリ８０４および外
面８０３から約１～２ミリメートル以上、離されており得る。
【００４９】
　したがって、隙間８０６は、ループ導電体８０２に隣接しかつ関連し得る磁界のための
回避経路を提供し得る。具体的には、このように構成されている電子デバイス８００は、
ループ導電体８０２の全周囲に回避経路を提供し得る。上述のように、ループ導電体８０
２に隣接する回避経路は、磁界がループ導電体８０２の周囲において存在することを可能
にし、したがって関連する無線受信アンテナの機能を強化し得る。また、外面８０３、充
電可能バッテリ８０４、または両方によって引き起こされる、ループ導電体８０２に隣接
しかつ関連する磁界に対するあらゆる悪影響が制限され得る。
【００５０】
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　図１１は、例示的実施形態に従った、統合されかつ無線充電するように構成されている
少なくとも１つの無線受信アンテナを有するさらに別の電子デバイス９００の簡略化され
た平面図を描いている。上記の電子デバイス８００と同様に、電子デバイス９００は外面
９０３を含んでおり得る。外面９０３は金属フレームを具備し得る。また、電子デバイス
９００は、無線受信アンテナのループ導電体９０２をさらに含んでいる。ループ導電体９
０２は充電可能バッテリ９０４に動作可能に結合されており得る。バッテリ９０４は金属
筐体を含んでおり得る。さらに、電子デバイス９００は構成要素９０９を含んでいる。構
成要素９０９は、ループ導電体９０２に隣接し、非導電性材料から構成されている。
【００５１】
　図１１に図示されているように、ループ導電体９０２は電子デバイス９００内に統合さ
れ、隙間９０６の一部によって外面９０３から離されており得る。したがって、外面９０
３によって引き起こされる、ループ導電体９０２に隣接しかつ関連する磁界に対するあら
ゆる悪影響が制限され得る。例として、ループ導電体９０２は、電子デバイス９００中に
統合され、その統合時に、関連する無線受信アンテナに減衰していないＱ値が約４を超え
る因数で悪化するのを防ぐのに十分な距離で外面９０３から離されており得る。別の言い
方をすれば、無線受信アンテナの減衰していないＱ値は、電子デバイス９００中への統合
時の無線受信アンテナのＱ値の実質的に４倍を越えていないべきである。より具体的かつ
非制限的な例として、ループ導電体９０２は電子デバイス９００中に統合され、外面９０
３から約１～２ミリメートル離されており得る。
【００５２】
　さらに、隙間９０６の別の部分は構成要素９０９の一部を具備し得ることに注意された
い。したがって、このように構成されている電子デバイス９００は、ループ導電体９０２
の全周囲に回避経路を提供し得る。上述のように、ループ導電体９０２に隣接する回避経
路は、磁界がループ導電体９０２の周囲において存在することを可能にし、したがって関
連する無線受信アンテナの機能を強化し得る。
【００５３】
　図１２は、例示的な実施形態に従った、少なくとも１つの統合された受信アンテナを有
する電子デバイス５５０についての様子を描いている。電子デバイス５５０はディスプレ
イ装置５５４を含んでいる。ディスプレイ装置５５４は、キーボード（図示せず）および
ディスプレイ領域を囲む金属フレームを具備し得る。電子デバイス５５０はまた、プリン
ト回路基板５５８に隣接する電子モジュール５５６を含んでいる。それらは、各々導電性
材料を含んでおり得る。また、電子デバイス５５０は、金属筐体を有するバッテリ５６０
、および様々な導電性構成要素を含んでおり得るＲＦ電子およびアンテナ・モジュール５
６２を含んでいる。さらに、電子デバイス５５０は、金属筐体を有するカメラ５６４を含
んでいる。
【００５４】
　図１３は、電子デバイス５５０についての別の様子を図示している。図１２および図１
３の各々に図示されているように、無線受信アンテナのループ導電体５５２は、電子デバ
イス５５０内の各導電性構成要素から物理的に離されている（すなわち、隙間が存在する
）。具体的には、隙間は、ループ導電体５５２と、カメラ５６４、バッテリ５６０、およ
びＲＦ電子およびアンテナ・モジュール５６２の各々との間に存在する。したがって、こ
の間隔は、ループ導電体５５２に隣接して存在する磁界のための回避経路（矢印５６４に
よって図示されている）を提供し得る。このように構成されている電子デバイス５５０は
、ループ導電体５５２の全周囲に回避経路を提供し得ることに注意されたい。上述のよう
に、ループ導電体５５２に隣接する回避経路は、磁界がループ導電体５５２の周囲におい
て存在することを可能にし、したがって関連する無線受信アンテナの機能が強化され得る
。
【００５５】
　例として、無線受信アンテナは、無線受信アンテナのループ導電体５５２が、その統合
の際に、無線受信アンテナの減衰していないＱ値が約４を超える因数で悪化するのを防ぐ
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のに十分な距離で電子デバイス５５０内の各導電性構成要素から離されるように電子デバ
イス５５０中に統合され得る。別の言い方をすれば、無線受信アンテナの減衰していない
Ｑ値は、電子デバイス５００中への統合時の無線受信アンテナのＱ値の実質的に４倍を越
えていないべきである。より具体的かつ非制限的な例として、ループ導電体５５２は電子
デバイス５００中に統合され、各導電性構成要素から約１～２ミリメートル以上離され得
る。
【００５６】
　図１４は、無線受信アンテナのループ導電体７８２および導電性構成要素７８４を含ん
だ電子デバイス７８０の簡略化された例示である。例えば、導電性構成要素７８４は、金
属筐体を有する充電式電池を具備し得る。図１４に図示されているように、ループ導電体
７８２は、導電性構成要素７８４から、その間の隙間７８６を有する距離Ｌによって離さ
れている。非制限的な例として、距離Ｌは約１～２ミリメートルの範囲を有し得る。さら
に、隙間７８６は、例えば、空スペース、非導電性構成要素、またはそれらの任意の組合
せを含み得る。したがって、隙間７８６は、ループ導電体７８２に関連する磁界のための
回避経路（矢印７８８によって描かれている）を提供し得る。その結果、ループ導電体７
８２に隣接しかつ関連する磁界に対するあらゆる悪影響が制限され得る。
【００５７】
　無線受信アンテナは、無線受信アンテナのループ導電体７８２が、その統合時に、無線
受信アンテナの減衰していないＱ値が約４を超える因数で悪化するのを防ぐのに十分な距
離で導電性構成要素７８４から離されるように電子デバイス７８０中に統合され得ること
に注意されたい。別の言い方をすれば、無線受信アンテナの減衰していないＱ値は、電子
デバイス７８０中への統合時の無線受信アンテナのＱ値の実質的に４倍を越えていないべ
きである。
【００５８】
　図１５は、例示的実施形態に従った、方法のフローチャートを図示している。方法７０
０は、本明細書において記述されている様々な構造によってサポートされる。方法７００
は、少なくとも１つの無線受信アンテナを電子デバイス中に統合するステップ７０２を含
んでいる。方法７００は、さらに、少なくとも１つのアンテナのループ導電体を電子デバ
イス内の各導電性構成要素から離すステップ７０４を含んでいる。
【００５９】
　図１５は、例示的な実施形態に従った、別の方法のフローチャートを図示している。方
法７０５は、本明細書において記述されている様々な構造によってサポートされる。方法
７０５は、電子デバイス内に統合されかつ電子デバイス内の各導電性構成要素から離され
ているループ導電体を有する少なくとも１つの受信アンテナにおいて無線電力を受け取る
ステップ７０６を含んでいる。方法７０５は、さらに、少なくとも１つの受信アンテナか
らそれに結合されている少なくとも１つの充電可能バッテリに電力を伝送するステップ７
０８含んでいる。
【００６０】
　図１７Ａおよび図１７Ｂは、例示的実施形態に従った、電子デバイス中への統合に向け
て構成されている無線受信アンテナの１回巻きループ導体６５０を図示している。１回巻
きループ導体６５０は、ワイヤまたはリボン６５２、例として銅線または銅製リボンを具
備し得る。１つの例示的実施形態によれば、リボン６５２は、銀メッキを有する銅製リボ
ンを具備し得る。さらに、図１７Ｂに図示されているように、１回巻きループ導体６５０
はキャパシタ６５４および端子６５６を含んでいる。図１７Ａを参照すると、非制限的な
例として、１回巻きループ導体６５０は、約４４．０ミリメートルの幅Ａ、約８９．０ミ
リメートルの高さＢを有し得、リボン６５２は約３．０ミリメートルの幅Ｃを有し得る。
さらに、１回巻きループ導体６５０は、リボン６５２の両端の間の間隔Ｆを有し得、間隔
Ｆは単なる例として約１．０ミリメートルであり得る。間隔Ｆは、キャパシタ、例として
図１７Ａに図示されているようなキャパシタ６５４、を配置するように構成されており得
る。
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【００６１】
　図１８Ａは、例示的実施形態に従った、電子デバイス中への統合に向けて構成されてい
る無線受信アンテナの多巻きループ導電体６６０を図示している。図示されているように
、多巻きループ導電体６６０は、複数のワイヤまたはリボン６６２具備し得る。ワイヤま
たはリボン６６２の各々は、単なる例として銅を含み得る。さらに、非制限的な例として
、多巻きループ導電体６６０は、約４７ミリメートルの幅Ｄおよび約８９ミリメートルの
高さＥを有し得る。また、図１８Ｂに図示されているように、各ワイヤ６６２は幅Ｗを有
し得、ワイヤ６６２同士は距離Ｘによって離されており得、隣接する配線６６２同士は中
心・中心間距離Ｚを有し得る。「ルールオブサム（経験則、rules of thumb）」に従って
、距離Ｘは、幅Ｗと実質的に等しく、中心・中心間距離Ｚは実質的に距離Ｘの値の２倍で
あり得る。単なる例として、幅Ｗおよび距離Ｘは各々約０．８ミリメートルであり得る。
さらに、この例の場合、中心・中心間距離Ｚは約１．６ミリメートルであり得る。
【００６２】
　当業者は、制御情報および信号が様々な相違する科学的方法および技術のうちの任意の
ものを使用して表わされ得ることを理解するだろう。例えば、上記の記述の全体にわたっ
て言及され得るデータ、命令、コマンド、情報、信号、ビット、シンボルおよびチップは
、電圧、電流、電磁波、磁場または磁性粒子、光電場または光粒子、あるいはそれらの任
意の組合せによって表わされ得る。
【００６３】
　当業者は、さらに、本明細書において開示されている実施形態との関連で記述されてい
る様々な例証用の論理ブロック、モジュール、回路、およびアルゴリズム・ステップが、
電子回路ハードウェアとして実現され、コンピュータ・ソフトウェアによって制御され、
または両方の組合せであり得ることを認識するであろう。このハードウェアとソフトウェ
アの互換性を明らかにするために、概して、様々な例証用の要素、ブロック、モジュール
、回路、およびステップは、それらの機能の観点で上に記述された。そのような機能がハ
ードウェアとしてまたはソフトウェアとして実現および制御されるかは、適用形態および
システム全体に課されている具体的な設計制約に依存する。当業者は、記述されている機
能を個々の具体的な適用形態向けの様々な形で実現し得、そのような実現形態を決定する
ことは本発明の例示的実施形態の範囲からの逸脱を引き起こすものと解釈されるべきでな
い。
【００６４】
　本明細書において開示されている実施形態との関連で記述されている様々な例証用の論
理ブロック、モジュール、回路は、汎用プロセッサ、ディジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ
）、特定用途向けＩＣ（ＡＳＩＣ）、フィールドプログラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ
）、または本明細書において記述されている機能を行なうように設計されている他のプロ
グラム可能論理回路、ディスクリート型ゲートまたはトランジスタロジック、ディスクリ
ート型ハードウェア構成機器またはそのあらゆる組合せによって制御され得る。汎用プロ
セッサはマイクロプロセッサであり得、または、汎用プロセッサは任意の従来のプロセッ
サ、コントローラ、マイクロコントローラ、あるいはステートマシンであり得る。プロセ
ッサは、コンピュータ装置、例えばＤＳＰとマイクロプロセッサの組合せ、複数のマイク
ロプロセッサ、ＤＳＰコアと協働する１つ以上のマイクロプロセッサ、または任意の他の
そのような構成、の組合せとして実現され得る。
【００６５】
　本明細書において開示されている実施形態との関連において記述されている方法または
アルゴリズムの制御ステップは、ハードウェアで直接、プロセッサによって実行されるソ
フトウェア・モジュールで、またはこれら２つの組合せで具現さ得る。ソフトウェア・モ
ジュールは、ランダム・アクセス・メモリ（ＲＡＭ）、フラッシュ・メモリ、読み取り専
用メモリ（ＲＯＭ）、電気的プログラム可能ＲＯＭ（ＥＰＲＯＭ）、電気的消去可能プロ
グラマブルＲＯＭ（ＥＥＰＲＯＭ）、レジスタ、ハード・ディスク、取外し可能ディスク
、ＣＤ－ＲＯＭ、あるいは当技術において既知の記憶媒体のあらゆる他の形態内に存在し
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体に情報を書き込めるように、該プロセッサに接続されている。または、記憶媒体はプロ
セッサと一体化されていてもよい。プロセッサと記憶媒体はＡＳＩＣ内に存在していても
よい。ＡＳＩＣはユーザ端末内に存在し得る。または、プロセッサと記憶媒体はユーザ端
末のディスクリート部品として存在し得る。
【００６６】
　１つまたは複数の例示的な実施形態において、記述されている制御機能は、ハードウェ
ア、ソフトウェア、ファームウェア、またはそれらのあらゆる組合せにおいて実現され得
る。ソフトウェアにおいて実現される場合、関数は１つまたは複数の指示またはコードと
して、コンピュータ可読媒体上で格納または送信され得る。コンピュータ可読媒体は、コ
ンピュータ記憶装置媒体、およびコンピュータ・プログラムのある位置から別の位置への
移動を容易にするあらゆる媒体を含む通信媒体、の両方を含んでいる。記憶媒体は、コン
ピュータによってアクセスされることが可能なあらゆる利用可能な物理的媒体であり得る
。限定ではなく例として、そのようなコンピュータ可読媒体は、ＲＡＭ、ＲＯＭ、ＥＥＰ
ＲＯＭ、ＣＤ－ＲＯＭまたは他の光学ディスク記憶装置、磁気ディスク記憶装置または他
の磁気記憶装置、または命令またはデータ構造の形態の所望のプログラム・コードを運ぶ
か格納するために使用されることが可能で且つコンピュータによってアクセスされること
が可能な他のあらゆる媒体を具備し得る。また、あらゆる接続も当然、コンピュータ可読
媒体と称される。例えば、ソフトウェアが、同軸ケーブル、光ファイバーケーブル、撚線
対、ディジタル加入者線（ＤＳＬ）、または赤外線、無線およびマイクロ波のような無線
技術を使用して、ウェブサイト、サーバ、または他の遠隔ソースから送信される場合、こ
の同軸ケーブル、光ファイバーケーブル、撚線対、ＤＳＬ、または赤外線、無線およびマ
イクロ波のような無線技術は、媒体の定義に含まれている。本明細書において使用されて
いるディスク（ｄｉｓｋ）とディスク（ｄｉｓｃ）は、コンパクト・ディスク（ＣＤ）、
レーザーディスク（登録商標）、光ディスク、ディジタル多用途ディスク（ＤＶＤ）、フ
ロッピー（登録商標）・ディスクおよびブルーレイ・ディスクを含んでいる。ここで、デ
ィスク（ｄｉｓｋ）は通常磁気的にデータを再生し、他方、ディスク（ｄｉｓｃ）はレー
ザーでデータを光学的に再生する。上記のものの組合せもコンピュータ可読媒体の範囲内
に含まれるべきである。
【００６７】
　上に開示されている例示的実施形態の記述は、あらゆる当業者が本発明を実行または使
用することを可能にするために提供されている。これらの例示的実施形態に対する様々な
修正は当業者にとって容易に明らかになり、また、本明細書において定義されている包括
的な原理は、発明の思想または範囲から逸脱することなく他の実施形態に適用され得る。
【００６８】
したがって、本発明は、本明細書において示されている実施形態に制限されることを意図
されておらず、本明細書において開示されている原理および新規な特徴と一貫している最
も広い範囲と一致するべきである。
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